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序　　　　　文

コスタ・リカ共和国は、経済自立促進、経済基盤強化及び産業発展と民生の向上の両立をめざ

して、既存産業の生産性向上と雇用機会の増大を図りつつ、科学技術の振興を積極的に促進する

ことに力を注いでいます。特に生産性向上分野は、コスタ・リカ企業の人材の育成及び近代化を

通じて、コスタ・リカの産業の発展に大きく貢献する分野であると認識されています。

今回、技術協力を要請してきた中米域内産業技術育成センター（ＣＥＦＯＦ）に対しては、1992

年９月から 1997年８月までプロジェクト方式技術協力において「中米域内産業技術育成計画事業」

を実施し、その後ＣＥＦＯＦはプロジェクトの技術移転成果の１つである５Ｓを中心とした研修

事業を行い、コスタ・リカを含む中米域内において高く評価されています。

しかしながら、近年、産業活動のグローバリゼーションによって生産性向上にかかるニーズが

大きく変化しており、ＣＥＦＯＦが今後とも国内外において生産性向上にかかわる技術・情報の

発信基地としての位置づけを維持するためには、企業経営及び生産現場に直結した技術の向上及

びサービス内容の拡充が必要であることから、1997年１月に新たな協力の要請がありました。

我が国はこの要請に応え、2000年１月に基礎調査団を派遣し、その後４月に事前調査、９月に

短期調査を行い、要請分野に関連する国家開発計画との整合性、中小企業のニーズ、ＣＥＦＯＦ

の活動状況等を調査するとともに、技術移転分野及び項目を絞り込むなどしてプロジェクトの基

本計画及び投入計画を確認してきました。それらの結果を踏まえ、2000年 11月 28日から 12月 10

日まで実施協議調査団を派遣し、コスタ・リカ側関係機関と日本側が協力する内容、範囲、責任

分担等について協議し、確認・合意した事項について討議議事録（Ｒ／Ｄ）及び協議議事録（Ｍ／Ｍ）

に取りまとめ、署名・交換を行いました。

本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものです。

ここに、本調査の実施に関し、ご協力いただいた日本並びにコスタ・リカ両国の関係各位に対

し深甚の謝意を表すとともに、あわせて今後のご支援をお願いする次第です。

2000年 12月

国際協力事業団

部長 大津　幸男
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第１章　実施協議調査団の派遣

１－１　要請の背景及び経緯

コスタ・リカ共和国政府は、経済自立促進、経済基盤強化及び産業発展と民生の向上の両立を

めざし、1985年から始まった第６次経済社会開発５か年計画の中で、既存産業の効率と生産性の

向上、雇用機会の増大を図り、科学技術の振興を積極的に促進することに力を注いでいる。

その一環として、コスタ・リカ政府は、中米域内の産業技術者育成に資するために、教育省の

傘下に「コスタ・リカ中米域内産業技術育成センター（ＣＥＦＯＦ）」を設立することを計画し、

1989年５月及び７月に我が国に対して中米域内産業技術育成計画にかかる無償資金協力及びプロ

ジェクト方式技術協力をそれぞれ要請してきた。

この結果、無償資金協力による施設建設とあわせて、「コスタ・リカを含む中米諸国の産業発展

に役立つ人材の育成を図るセンターが自主運営できるよう、適切な技術をコスタ・リカ側カウン

ターパートに技術指導する」ことを目的として、1992年９月から 1997年８月までプロジェクト方

式技術協力を実施し、生産管理・品質管理（工業一般、繊維・アパレル、食品）及び情報処理（デー

タベース、システム分析設計、オペレーティングシステム、アプリケーション・ソフトウェア）の

分野に係る技術移転を行った。

しかしながら、産業活動のグローバリゼーションによって生産性向上に係るニーズが大きく変

化しており、センターが今後とも、コスタ・リカのみならず近隣諸国も含めた生産性向上に係る

技術・情報の発信基地としての位置づけを維持するには、技術の向上及びサービス内容の拡充が

必要であることから、1997年１月に新たなプロジェクト方式技術協力を要請してきた。

これに対し、我が国は、上記プロジェクト終了後、２年以上経過していることから、2000年１

月に基礎調査団を派遣した。その後４月に事前調査、９月に短期調査を行い、これら３回の調査

を通じてコスタ・リカにおける、中小企業、生産性向上活動及びＣＥＦＯＦの現状、要請背景と

ターゲットグループ、案件の妥当性、プロジェクトの基本計画等を調査してきた。

１－２　調査団派遣の目的

今次調査においては、基礎調査、事前調査、短期調査の結果を踏まえて、日本側が協力する内

容、範囲、責任分担等について、実施機関であるＣＥＦＯＦと協議を行い、その結果を討議議事

録（Ｒ／Ｄ）として取りまとめ署名を行う。また、既に作成済みのＰＤＭをはじめとする計画管理

諸表について再検討するとともに、その他協力開始までに整理すべき懸案、検討事項についても

協議し合意事項などを協議議事録（Ｍ／Ｍ）に取りまとめ、署名を行うことを目的とした。
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１－３　主要調査項目

1 . 討議議事録（RECORD OF DISCUSSION：Ｒ／Ｄ）の内容確認、署名、交換

2 . 協議議事録（Minutes of Meeting）の内容確認、署名、交換

3 . ＣＥＦＯＦの実施体制の再確認

a） 科学技術省の体制

b） ＣＥＦＯＦの組織・人員

c） プロジェクト期間の予算の確認

4 . プロジェクト協力内容及び期間の再確認

a） プロジェクト概念の再確認

b） プロジェクト基本計画の再確認

c） 協力期間の再確認

5 . 計画管理諸表の確認

a） プロジェクトデザインマトリックス（PDM）

b） 技術協力計画（Technical Cooperation Program：ＴＣＰ）

c） 技術協力年次計画（Annual Technical Cooperation Program：ＡＴＣＰ）

d） 活動計画（Plan of Operation：ＰＯ）

e） 活動年次計画（Annual Plan of Operation：ＡＰＯ）

f） 暫定実施計画（Tentative Schedule of Implementation：ＴＳＩ）

g） 暫定実施年次計画（Annual Tentative Schedule of Implementation：ＡＴＳＩ）

6 . 投入計画の確認、日本とコスタ・リカ間の分担の確認、日本側供与機材に関する仕様、現

地調達の今後の進め方

7 . 評価方法

8 . その他　専門家の執務室の確認等生活環境調査

１－４　調査団員

氏　名 担当業務 所　　　　　属

和田　　巌 団長・ 総 括 国際協力事業団　国際協力専門員

小池　真也 技術協力計画 通商産業省　通商政策局　経済協力部　技術協力課　係長

水本　清司 技術移転計画 （財）社会経済生産性本部　国際部　参与

藤田　健司 機材研修計画 （財）社会経済生産性本部　国際部　主任

福長　龍昭 協 力 企 画 国際協力事業団　鉱工業開発協力部　鉱工業開発協力第一課　

特別嘱託
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１－５　調査日程

日順 月日 曜日
日　　　程

団長、協力企画 技術協力計画 機材・研修計画 技術移転計画

１ 11月28日 火 12:35　成田発（JL046）

 9:00　ダラス着

17:38　ダラス発（AA2165）

21:43　サンホセ着（Hotel Corobici泊）

２ 11月29日 水  9:00　在コスタ・リカ日本大使館表敬訪問

10:30　ＪＩＣＡ事務所にて打合せ

14:00　科学技術省表敬訪問

16:00　ＣＥＦＯＦ事務所にて幹部と協議（Kick-off Meeting）

３ 11月30日 木 ＣＥＦＯＦとの協議（1）Ｒ／Ｄ内容逐条協議 ＪＩＣＡ事務所打合せ（機材現地調達） 12:35　成田発（JL046）

ミニッツ内容逐条協議 機材現地調達先調査（ＣＥＦＯＦ同行）  9:00　ダラス着

17:38　ダラス発（AA2165）

21:43　サンホセ着

　　 　（Hotel Corobici泊）

４ 12月１日 金 ＣＥＦＯＦとの協議（2）ミニッツ内容逐条協議 ＣＥＦＯＦとの協議（3）（機材内容検証）

ＣＥＦＯＦ施設及び活動状況視察

５ 12月２日 土 管理諸表、フォーマットまとめ

６ 12月３日 日 管理諸表、フォーマットまとめ

７ 12月４日 月 ＣＥＦＯＦとの協議（4）（機材リストまとめ）

ＣＥＦＯＦとの協議（5）（技術協力内容検討ＰＯ／ＴＣＰ／ＴＳＩ）

８ 12月５日 火 ＣＥＦＯＦとの協議（6）（ＡＰＯ、ＡＴＣＰ、ＡＴＳＩ）

ＣＥＦＯＦとの協議（7）（ＰＤＭ／その他管理諸表）

９ 12月６日 水 ＣＥＦＯＦとの協議（8）  7:30　サンホセ発（MX386）

（プロジェクトの運営体制／合同委員会） 10:20　メキシコ市着

ＣＥＦＯＦとの協議（9） 　　　 （Htl.NIKKO泊）

（日本、コスタ・リカ側投入／地域活動）

10 12月７日 木 ＣＥＦＯＦとの協議（10）Ｒ／Ｄ確認  8:15　メキシコ市発（MX900）

ミニッツ確認 10:10　ロサンジェルス着

15:30　署名式開始　両国国歌斉唱 11:40　ロサンジェルス発

15:40　和田団長挨拶／科学 　　　 （JL061）

　　　 技術省副大臣挨拶

16:00　Ｒ／Ｄ署名

16:30　松井大使挨拶

16:40　科学技術大臣挨拶

17:00　ＣＥＦＯＦ主催

　　　 カクテルパーティ

18:30　調査団主催懇談会

11 12月８日 金  7:30　サンホセ発（MX386）

10:20　メキシコ市着 16:20　成田着

　　　 （HTL NIKKO泊）

12 12月９日 土  8:15　メキシコ市発（MX900）

10:10　ロサンジェルス着

11:40　ロサンジェルス発

　　　 （JL061）

13 12月10日 日 16:20　成田着
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１－６　主要面談者

＜コスタ・リカ側＞

1 . Ministry of Science and Technology

Mr. Guy DE TERAMOND Minister

Mr. Fernando GUTIÉRREZ Vice Minister

2 . Board Director

Mr. Marvin HERRERA Representative MTSS

Mr. Orlando MORALES Representative MEP

Ms. Jeannette SOTO Representative INA

Mr. Luis Javier BLANDINO Representative UCCAEP

Mr. Litleton BOLTON Representative CICR

Mr. Armando ROJAS Representative MEIC

3 . ＣＥＦＯＦ

Mr. Olman MUÑOZ Executive Director

Mr. German RUDIN Academic Director

Mr. Jorge BERMUDEZ Planning Service Controller

Mr. Gerardo SOTO Administrative Director

Mr. Eric CHAVES Production and Environmental Coordinator

Mr. José R. GUTIERREZ Quality Management Coordinator

Mr. José A. ARCE Administrative Management Coordinator

Ms. Arlette JIMENEZ Productivity Measurement Coordinator

Ms. Rocio AVILA Information Technology Coordinator

Mr. Enrique GONZALEZ Quality Assurance Labs Coordinator

Mr. Maynor VARGAS Production Management Area

Mr. José RODRIGUEZ Purchase Unit

Mr. Marcelo Meza Information Technology

＜日本側＞

1 . Embassy of Japan

松井　靖夫 大　　使

´



- 5 -

西山　真二 二等書記官

鮎川　則之 Cooperation Advisor

2 . ＪＩＣＡ 駐在員事務所

大峯　保広 所長

張　　朝英 ナショナル・スタッフ
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第０ 全般

第１ コスタ・リカ
における生産
性向上分野の
状況

１ 国家5か年計
画
（1998～2002）

２ 国家科学技術
プログラム
（1998～2002）

・今次調査においては、3度にわたる
調査結果を踏まえ、日本側が協力
する内容、範囲、責任分担等につい
て、先方実施機関と協議を行い、討
議議事録（R/D）として取りまとめ署
名・交換を行う。また既に作成済み
のプロジェクトデザインマトリッ
クス（PDM）を始めとする計画管理諸
表について再検討するとともに、
その他協力開始までに整理すべき
懸案、検討事項についても協議議
事録（M/M）に取りまとめ署名・交換
を行う。

・1998年ロドリゲス政権が発表した
国家人間開発計画（National Devel-
o p m e n t  P l a n  f o r  H u m a n
Development）では「成長」「安全」「機
会」「持続性」の4つの柱に基づき貧
困削減、雇用増大、市民の安全イン
フラの改善、教育の質と範囲の拡
大など社会発展と環境保全が伴っ
た経済成長の達成を目標に掲げて
いる。生産性向上については上記4
つの柱のうち「成長」に位置づけら
れており、コスタ・リカ政府は、企
業の生産性の向上を図りつつ、市
場開放、関税障壁の撤廃及びマク
ロ経済の安定などをめざしている。

・国家人間開発計画に基づき科学技
術省が1999年3月に発表した「国家
科学技術プログラム」ではアクショ
ンプランとして技術力の向上をめ
ざし6つの柱（イノベーション技術
管理、品質、生産性、情報技術、バ
イオテクノロジー）があげられてい
る。この中でCEFOFは生産性向上に
かかわる政府の実施機関として位
置づけられている。

・左記以外の事項について
は、協議の必要が生じた場
合には、基本的には前回ま
での調査の対処方針及びミ
ニッツに基づき対応するこ
とする。

・左記につき政策に変更ない
ことを再確認する。

・左記につき、変更ないこと
を再確認する。

・左記原則により対応した。

・左記政策に変更ないことを確
認した。

・「国家科学技術プログラム
1998-2002」にてCEFOFが生産性
向上の政府機関として位置づ
けられていることを再確認し
た。

第２章　実施協議調査対処方針及び調査結果

調査項目 過去３回の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果
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調査項目 過去３回の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果

第２ 協力案件の概要

１ プロジェクト
の名称

２ 実施機関
（1）所管官庁

（2）実施機関
1） 名称

2） 設立の経緯
及び活動内
容

・左記プロジェクトの名称で
変更ないことを再確認す
る。

・左記につき再確認し、R/D
及びM/Mに記載する。
また、Ministry of Sci-

ence and Technologyの最
新の組織図（Organization
Chart）を入手しM/Mに添付
する。（Annex4-Organiza-
tion Chart of the Minis-
t r y  o f  S c i e n c e  a n d
Technology）

・左記につき再確認し、R/D
及びM/Mに記載する。

・左記についてプロジェクトの
名称は「Project on Productiv-
ity Improvement for Enter-
p r i s e s  i n  t h e  Repub l i c  o f
Costa Rica」であることを再確
認した。

・科学技術省「Ministry of Sci-
ence and Technology」が当プロ
ジェクトの所管官庁であるこ
とを確認した。
なお、それまで農業牧畜大

臣が兼務であった科学技術大
臣の席に新たに専任の大臣が
指名され、4か月前に就任し
た。

　　科学技術大臣
　　　　Mr.Guy de Teramond
　　同　　副大臣
　　　　Mr.Fernando Gutierrez
　（なお副大臣のCEFOF理事長兼
務は変わらず）

・科学技術省の組織表を入手し
M/MのAnnex4として添付した。

・左記のとおりであることを再
確認した。

・第1期のプロジェクト方式技術
協力にて生産管理、品質管理
及び情報処理分野におけるト
レーナーの養成と教材の開発
に技術移転の焦点が絞られて
きた。その成果として、現在は
約30名のスタッフで構成され
るアカデミック部門の専門家
により、国内外の企業に対し
て、公開セミナー、企業内訓練
等を実施している。

事前調査の時点で、コスタ・リカ
側から、生産性向上の対象を明確
にしたいとの要望があったため、
英語名を「Project on Productivity
Improvement for Enterprises」とす
ることで合意した。

・科学技術省（MINISTRY OF SCIENCE
AND TECHNOLOGY）1994年にCEFOFの監
督省庁が教育省から科学技術省に
代わった後、1998年には行政改革
の一環として、農業牧畜省の大臣
が科学技術省の大臣を兼務するこ
とになった。ただし、機能的には、
従来どおりの独立した省庁の役割
を果たしている。なお、同省次官は
CEFOF理事長を務めている。

・中米域内産業技術育成センター
（The Technica l  Ins t ruc tor  and
Personnel Training Center for In-
dustrial Development of Central
America in the Republic of Costa
Rica：CEFOF）

・1992年～1997年
日本政府からの無償資金協力を得
て、1992年に設立したCEFOFでは、
「コスタ・リカを含む中米諸国の産
業発展に役立つ人材の育成を図る
センターが自主運営できるよう、
適切な技術をコスタ・リカ側カウ
ンターパート（以下C/P）に技術指導
する」ことを目的として、プロジェ
クト方式技術協力が1992年から
1997年まで実施され、生産管理・品
質管理（工業一般、繊維、アパレル、
食品）及び情報処理（データベース、
システム分析設計、オペレーティ
ングシステム、アプリケーション・
ソフトウェア）の分野に係る技術移
転が行われた。
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調査項目 過去３回の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果

（3）関連団体

・1997年以降フェーズ1の成果とし
て、コスタ・リカ国内及び中米域内
の中小企業を対象に、5S、QC、TPM、
監督者訓練コース、情報処理分野
のアプリケーション、ラボラト
リーの試験検査に係る研修サービ
スを実施している。また、フェーズ
1の知識と技術を活用して、5Sを中
心 と し た ア ド バ イ ス 活 動
（Technical Assistance）を独自に開
始し、CABEI（中米経済統合銀行）プ
ロジェクトを通じて、食品加工及
び金属加工に係る中小企業を対象
に実施した。

・生産性開発財団（FUDESPRO）
CEFOFは、1997年にFUDESPROとい
う財団組織を設立し、CEFOFの法的
位置づけがコミュニティカレッジ
であるために予算上の制約から対
応できない業務、例えば外部講師
の傭上、資金的支援プロジェクト
の請負実施、CEFOF職員の研修、
CEFOF向けの機材の購入や補充等を
FUDESPROが行っている。さらにプ
ロジェクトの実施にあたり、
FUDESPROの予算を用いて、プロ
ジェクトで使用する機材の一部に
ついて購入補充等を行う可能性が
あることを3回の調査で確認した。

・左記現状及び活動実績の詳
細を確認する。

・本プロジェクト実施におけ
るFUDESPROの関与の内容を
確認する。

・近年産業構造の変化やグロー
バル化により、産業界の抱え
る問題も多様化、複雑化して
おり、個別企業のCEFOF等の訓
練機関に対する要望もより広
範囲かつ実践的なものになり
つつある。従来CEFOFが行って
きた訓練センターとして公開
セミナーを中心にしたサービ
スから、より積極的かつ実践
的な問題解決能力、指導力が
要求されるようになった。こ
のような内外の期待に沿って
CEFOFが従来の訓練機関にとど
まらず、総合的な生産性向上
活動の推進の中核へと変化す
ることが必然的となってきた。

・このように多様化したニーズ
に対応するために、CEFOFは大
きく分けて2つのサービス提供
が期待される。1つは産業界に
対するコンサルティング活動、
もう1つは生産性に関する情
報・普及促進である。

・FUDESPRO財団の理事は総べて
CEFOFのスタッフであり、実質
的にCEFOFが100％支配してい
る。FUDESPROとCEFOFの関係
は、CEFOFが公的機関であるが
ゆえに、予算上の制約から対
応できない業務をFUDESPROが
補っている。現在までの
FUDESPROのCEFOFに対する資金
的寄与は次のとおりとなって
いる。

単位：100万コロン
1996 1997 1998 1999 2000

FUDESPRO主催研
修による収入

8.25 26.34 30.13 26.94 70.00

FUDESPRO費用 4.80 17.36 34.85 24.46 45.00
CEFOFに対する
機材寄付

1.70 1.30 3.50 2.57 14.00

剰余金 1.75 7.68 -8.23 -0.08 11.00
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調査項目 過去３回の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果

（4）プロジェクト
の責任者

1） 総括責任者

2） 実施責任者

３ プロジェクト
の内容

（1）プロジェクト
の概念

・CEFOF所長（Executive Director）

・CEFOF事業部長（Academic Director）

・本プロジェクトの概念を図形化し
た。

・左記について、再確認しR/
D及びM/Mに記載する。

・Vice-Ministerの可能性に
ついて検討する。

・左記について、再確認しR/
D及びM/Mに記載する。

・CEFOF E.D.の可能性につい
て検討する。

・左記概念図を再確認し、M/
Mに添付する。
（Annex9-Provisional Con-
c e p t u a l  Im a g e  o f  t h e
Project）

・2001年以降についてはCEFOFの
予算枠が多少拡げられたとは
いえ、いまだ予算上の制約が
現存しており、FUDESPROを通
じてのオペレーションは今後
も必要欠くベからざる手段と
して続く見込みである。なお、
CEFOFとFUDESPROの財務的な補
完関係については、同国会計
検査院に正式に報告されてい
る点を確認した。

・以下のとおり確認しR/D及びM/
Mに記載した。

・総括責任者（プロジェクトダイ
レクター）は、今回の協議で、
科学技術省の副大臣とするこ
とで確認された。

・上記総括責任者が科学技術省
副大臣となったことに従い、
実施責任者（プロジェクトマネ
ジャー）はCEFOF所長（Executive
Director）とすることで確認さ
れた。

・CEFOFの事業部長（Academic
Director）は、Project Coordi-
n a t o rとすることで確認され
た。

・左記概念図の内容を確認して
M/MのAnnex9として添付した。
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調査項目 過去３回の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果

（2）ターゲットグ
ループ及び
ニーズ

・事前調査にて理事会メンバーや国
際機関事務所との意見交換を通じ
て、零細、小及び中企業が本プロ
ジェクトのターゲットグループに
なることを確認した。

・ある程度の規模以上の企業であれ
ば、有償コンサルティングサービ
スを実施できる可能性はあるもの
の、零細及び小企業については、無
償でしかコンサルティングサービ
スを実施できる可能性が低いため、
零細及び小企業支援向け融資プロ
グラムを実施している政府系融資
団体や国際機関等との連携が必要
と考えられる。

・事前調査で5年間のプロジェクトで
は、プロジェクトの成果を中米域
内まで拡大することは困難である
ため、プロジェクト期間内は、主と
してコスタ・リカ国内の中小零細
企業を対象に、C/Pに対するOJT活
動を行う。

・左記について、変更ないこ
とを再確認し、M/Mに記載
する。

・左記について再確認する。

・左記を再確認する。

・左記について変更がないこと
を確認した。

・1999年10月、11月に経済・産業
商業省の主導で開かれた委員
会にて、中小零細企業が94％
を占めるコスタ・リカ国産業
構造の中に外国企業が参入し、
輸出等で優位を享受している
状況にかんがみ、国家として
中小零細企業の育成に力を注
ぎ、その競争力を向上させる
目的で中小企業育成法案が提
示された。CEFOFこれを受け事
業方針として中小零細企業を
対象とした活動をあげている。

・従来CEFOFが行ってきた、セミ
ナー等で中米経済統合銀行
（CABE I）が資金を提供し、
CEFOFが中小企業の訓練を行う
というスキームがある（この場
合中小企業にコスト負担な
し）。今後もCEFOFがCABEI及び
米州開発銀行（IBD）の中小企業
向けの資金提供制度を利用し
てコンサルティングサービス
を行うためのスキームを構築
する意向であることを確認し
た。

・左記を確認し、PDMのプロジェ
クト目標を「CEFOFがコスタ・
リカの企業に対し生産性向上
に係る活動を実施し、レベル
を向上できるようになる」とす
ることで確認した。
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調査項目 過去３回の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果

（3）域内活動

（4）技術移転分野

・短期調査時CEFOFの地域活動の構想
を確認したところ次のとおりで
あった。

a） CEFOFの独自の事業としての生
産性向上促進活動（CEFOF独自で
行う）。

b） 短期専門家を域内の国に派遣
する（日本側の協力を要請）。

c） コスタ・リカにおけるCEFOFの
活動に域内からの研修生を招く
（日本側の協力を要請）。

d） 情報技術（IT）を利用して生産
性向上促進のための機関紙、冊
子を発行する（日本側の協力を要
請）。

・事前調査時に、広域技術協力推進
事業のスキームを用いて、中米域
内企業については、一部活動の対
象に含めることができる旨、コス
タ・リカ側に説明し、理解を得、ミ
ニッツに記載した。

・また、短期調査時、広域技術協力推
進事業のスキームを用いるための
準備としてCEFOFが域内活動の計画
書を作成し、日本側に提出するこ
ととなった。

・CEFOFが中米地域の生産性
センターに将来的になるこ
とを念頭においたプロジェ
クトであることにかんが
み、中米域内を対象とする
広域技術協力推進事業を、
早期にプロジェクト活動に
組込む可能性とその内容に
ついて協議を行う。

・左記を再確認する。

・CEFOFは1997年以降、域内関係
先との連携で既に域内各国に
て生産管理、品質管理の分野
でセミナー等を開始しており、
JICAの第三国研修での実績を
加味すると既に十数件の域内
活動の実績がある。一方第2
フェーズに向けて、CEFOFの域
内活動に対し日本側の協力が
求められている具体的内容を
確認したところ次のとおりで
あった。
a） 中米域内諸国に日本人専
門家とCEFOFのC/Pを派遣し、
中小企業に対するトレーニ
ングプログラムの実施及び
コンサルティング活動を行
う。

b） 中米域内から研修生を
CEFOFに招聘し日本人専門家
によるC/Pへの技術移転に参
加させ、又CEFOFの提供する
特別ｵｰﾌﾟﾝコースに出席させ
る。また各国のトップマ
ネージメントコースを設け
OJTを含めた研修ミッション
を組織する。

c） テレコミュニケーション
の施設を持つ中米域内機関
と会議、セミナーを開き日
本人専門家による技術移転
内容を更に伝播させるべく
図る。

・左記に関しては、上記のCEFOF
素案を文書にまとめたものを
受領した。今後更に時期、場
所、具体的内容、必要資金の規
模等と日本国内のリソース等
の事情を勘案しつつ、プロ
ジェクトで「広域技術協力事
業」として具体化していく必要
がある。



- 12 -

調査項目 過去３回の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果

（5）技術移転項目
及び方法

1） 全般

・3回の調査の協議を通じて、協力の
内容を絞った結果、生産性向上に
係る管理技術を技術移転分野のコ
アとして、同技術の基礎をC/Pに教
授するとともに、C/Pがこれらの技
術を用いて企業コンサルティング
や生産性測定が行えるようになる
ことを目標とし、技術移転分野を
以下のとおり絞り込み、ミニッツ
に記載した。なお、普及促進につい
ては、情報提供を行う分野として
整理した。

a） 生産管理
b） 品質管理
c） 経営管理
d） 生産性測定/普及促進

・事前調査にて、生産性測定と普及
促進はそれぞれの技術移転形態
（Knowledge  T r an s f e r、Sk i l l s
Transfer、Information Provision）
が異なることから、「生産性測定／
普及促進」の分野名の下に、生産性
測定と普及促進を区別した表を作
成し、ミニッツに添付した。（事前
調査ミニッツAnnex11）

・3回の調査にて、日本側TCP案を提
示し、協議を行い、TCP案を作成し、
短期調査のMemorandumに添付した。

その後、日本にて再検討の結果
次のとおり一部変更を行った。
a） 旧3.2.3　6 Sigma消去
b） 旧3.2.7　Taguchi Method消去
c） 新3.2.3～3.2.5を各3か月早め
る

・以上の結果技術移転の方法は次の
とおりとなる。
a） 1年目
OFF-JTを通じて、「生産性向上

に係るコア知識」を技術移転する
とともに生産管理では企業にお
けるOJTが行われる。

・左記について、変更ないこ
とを再確認する。

・左記TCP案の変更点をCEFOF
に説明し必要に応じコス
タ・リカ側と協議のうえ、
見直しM/Mに添付する。

・左記についてコスタ・リカ
側の理解を再確認する。

・左記について変更がないこと
を確認し、ミニッツに記載し
た。

・左記について確認し、ミニッ
ツに記載した。

・左記の変更点を説明し、コス
タ・リカ側の了解を得たので、
TCPとしてまとめAnnex12とし
てM/Mに添付した。

・さらに、コンサルティング活
動については生産管理、品質
管理及び経営管理について各
分野で毎年平均10社を目標と
することで合意したので、そ
の旨をTCPに記載した。

・左記についてコスタ・リカ側
の理解を再確認し、ミニッツ
に記載した。（Sec t i o n I I - 7 -
（4）Methodology of technology
t rans fe r）
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調査項目 過去３回の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果

2） 情報・普及
促進サービ
ス

４ プロジェクト
の基本計画

（1）上位目標

（2）プロジェクト
目標

b） 2年目から4年目にかけて
OFF-JTとOJTの両方を通じて、

特にOJTに重点を置いて、技術移
転が行われる。OFF-JTでは、各技
術移転分野において、より専門
化した項目を技術移転し、OJTで
は、企業の現場におけるコンサ
ルティング活動を通じて技術移
転が行われる。

c） 5年目
専門家の指導なしにC/Pがコン

サルティングサービスを実施で
きるようになること、及びCEFOF
独自のコンサルティングモデル
を開発できるようになることを
目的として、OJTが行われる。

・事前調査時情報サービスの内容に
ついて、セミナーの実施を中心と
するものの、普及促進に関連する
その他の活動も含めてほしいとの
強い要望がコスタ・リカ側から
あったため、短期専門家の派遣に
よる情報提供で対応できる範囲で
行うことで合意した。

その結果、「情報サービス」とい
う名称についても、「情報・普及促
進サービス」と変更し、サービス内
容を以下のとおりとし、両者合意
したので、ミニッツに記載した。

1） 普及促進に係るセミナー及び
その他の活動の実施

2） 生産性統計の作成
a） セミミクロ（産業別）
b） ミクロ（企業別）

・コスタ・リカ国内及び中米域内に
おいて、CEFOFを通じ、生産性向上
の活動が活発化する。

・CEFOFが、コスタ・リカ国内におい
て、生産性向上に係る活動を実施
し、レベルを向上できるようにな
る。

・左記につきコスタ・リカ側
に再確認する。

・左記に変更ないことを確認
し、R/D及びM/M（PDM）に記
載する。

・左記に変更ないことを確認
し、R/D及びM/M（PDM）に記
載する。

・左記について再確認した結果、
変更がないことが確認された。
なお、内容は以下のとおり。

・情報及び普及促進サービス
1）生産性測定
a）マクロ及びインダスト
リアルセクターレベル

b）ミクロレベル
2）生産性促進に関するセミ
ナー他サービス

・「コスタ・リカ国内及び中米域
内において、CEFOFを通じ、生
産性向上の活動が強化され
る。」としR/D、M/M（PDM）に記載
した。vi ta l i z ed→st r eng th -
ened

・左記に変更ないことを確認し、
R/D、M/M（PDM）に記載した。た
だし、Loca l  En te rp r i ses→
Costa Rican Enterprises
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調査項目 過去３回の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果

（3）成果

（4）活動

５ 協力期間及び
開始時期

（1）協力期間

（2）開始時期

0 プロジェクトの運営管理体制が整
備される。

1 C/Pの生産性向上分野に係る技術レ
ベルが向上される。

2 コンサルティングサービスが体系
的に実施される。

3 情報・普及促進サービスが改善さ
れる。

（0-1）人員の配置
（0-2）活動計画の策定
（0-3）予算立案及び執行
（0-4）運営管理システムの整備
（0-5）機材の維持管理
（1-1）C/Pの技術レベルを査定
（1-2）技術協力計画の策定
（1-3）C/Pへの技術移転の実施
（1-4）C/Pへの技術移転の実施状況の

モニタリング・評価
（2-1）コンサルティングサービス計

画の策定
（2-2）企業訪問を通じた顧客調査
（2-3）コンサルティングモデルの確

立
（2-4）コンサルティングサービスの

実施
（2-5）コンサルティングサービスの

実施状況のモニタリング・評
価

（3-1）情報・普及促進サービス計画
の策定

（3-2）情報・普及促進サービスの実
施

（3-3）情報・普及促進サービスの実
施状況のモニタリング・評価

・事前調査において、協力期間につ
いては5年間としてミニッツに記載
した。

・事前調査において、2000年度中に
プロジェクトを開始することでコ
スタ・リカ側理解を得た。

・左記に変更ないことを確認
し、R/D及びM/M（PDM）に記
載する。

・左記に変更ないことを確認
し、R/D及びM/M（PDM）に記
載する。

・左記につき再確認し、R/D
に記載する。

・プロジェクト開始：2001年
1月20日をコスタ・リカ側
に確認しR/Dに記載する。
なお1月20日は業務調整

員のコスタ・リカ赴任が予
定される日である。

・左記に変更ないことを確認し
たので、R/D及びM/M（PDM）に記
載した。

・左記に変更ないことを確認し
たので、R/D及びM/M（PDM）に記
載した。

・左記に変更ないことを確認し
たので、R/D及びM/Mに記載し
た。

・左記に変更ないことを確認し
たので、M/Mに記載した。
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調査項目 過去３回の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果

６ 日本側投入

（1）専門家派遣
1） 長期専門家

2） 短期専門家

（2）研修員受入

・事前調査において、プロジェクト
方式技術協力は長期専門家による
技術移転が主軸であり、短期専門
家、研修員受入で補完するととも
に、機材は技術移転のためのツー
ルとしての位置づけであることを
コスタ・リカ側に説明した。

・事前調査にて次の専門分野の長期
専門家6名を派遣することとし其の
旨をミニッツに記載。
a） チーフアドバイザー
b） 業務調整員
c） 生産管理
d） 品質管理
e） 経営管理
f） 生産性測定（3年目以降）

・事前調査、短期調査にて短期専門
家の派遣が予想される技術移転項
目及び時期については、TCP案に暫
定的に記載したが、具体的な内容、
時期及び人数については、毎年、専
門家チーム及びCEFOF間で協議して
決定することをコスタ・リカ側に
説明した。

・事前調査にて毎年0～3名程度の研
修員受入れが可能であることをコ
スタ・リカ側に説明し、理解を得、
ミニッツに記載した。

・左記について、必要に応じ
て、再度コスタ・リカ側に
説明する。

・左記を改めて確認し、R/D
及びM/Mに記載する。

・TCP及びATCPの協議を踏ま
えて、現時点で想定される
短期専門家の派遣分野、時
期について確認・協議し
2001年度のATSIとしてまと
めM/Mに添付する。

・左記についてコスタ・リカ側
に説明し、同主旨をM/Mに記載
した。

・左記を確認し、R/D及びM/Mに
記載した。なお、赴任時期につ
いて質問があったので、生産
管理及び経営管理については3
月後半、チーフアドバイザー
及び品質管理についてはそれ
より多少遅れる旨伝えた。

・TCP、ATCPの協議を踏まえ、現
時点で想定される短期専門家
の派遣分野、時期について確
認し、200 1年度については
ATSIにまとめM/Mに添付した。
なお、2001年度短期専門家派
遣は次のとおり；
1）Basic HRM 10月-12月
2）Basic IT 1月-3月
3）HACCP 7月
4）Q/M for Software 10月
5）Productivity Promotion 6月

・短期専門家の派遣に関する具
体的な内容、時期、人数につい
ては、毎年専門家チームと
CEFOF間で協議して決定するこ
とを確認し、M/Mにその旨を記
載した。

・上記に従い、専門家派遣要望
調査表を作成し提出した。

・基本的に毎年0～3名程度の研
修員受入れが可能であること
説明し、理解を得、M/Mに記載
した。
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調査項目 過去３回の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果

（3）機材供与

1 2000年度受入れが下記条件で
可能であることを伝える必要が
ある。
人　　　数：3名
期間と時期：2001年3月末まで

に2週間程度の予
定

2 2001年度受入れ
JICA鉱開部では2名を計画して

いる。人数、形態、研修内容、対
象者については受入計画を協議、
作成の上結果をM/Mに記載する必
要がある。

3 研修内容（一般）
日本における研修は、現地に

おける専門家による技術移転を
補完するものであり、研修内容
の例については、JICAにおける
一般研修及び（財）社会経済生産
性本部又は別途指定される場所
にて行われる生産性技術移転分
野の研修」となる。

またTCP（案）のとおり、情報提
供にとどめる技術移転項目につ
いては、研修員受入れにより対
応することを合意した。

・フェーズ1での供与機材の現況
1） 事前調査にてフェーズ1で日本
側から供与された機材機器につ
いて、維持管理状況が非常に良
く、今日でも問題なく使用され
ているものがある一方、陳腐化
したパソコン類や稼働しない
サーバーも存在する。

2） フェーズ1で供与されたパソコ
ン類は既に性能的に陳腐化して
おり、現在使用されているのは
ほとんどCEFOFが調達したもので
ある。

・2000年度、2001年度のC/P
研修にかかる受入計画を協
議、作成しATSIに記載す
る。

・C / P研修に係るA2、A 3
フォーム（アドバンスコ
ピー）を入手する。

・使用目的、稼働状況及び維
持管理状況等を含めて、本
プロジェクトの技術分野に
関連する機材の現況確認を
行うとともに、本プロジェ
クトにCEFOF側から提供さ
れる機材施設の一覧表を入
手しM / M に添付する。
（Annex21-The List of Ma-
chinery and Equipment to
b e  P r ov i d ed  b y  Co s t a
R i c a n  S i d e  f o r  t h e
Project）

・2000年度受入れ3名に関し、左
記のとおり確認し、M/M並びに
ATSIに記載した。
なお、コスタ・リカ側よりこ

の3名は次のメンバーを予定し
ている旨表明があった。
1 Mr.Fernamdo Gutierrez

Vice-Minister
2 Mr.Olman Munoz

CEFOF. E.D.
3 Mr.German Rudin

CEFOF Acdemic Dir.

・2001年度受入れについては2名
で第三四半期に約1か月の予定
であること説明し了解を得た
ので、M/M及びATSIにその旨を
記載した。

・左記を説明し時期が合えば
JICAにおける一般研修に参加
し、その後（財）社会生産性本
部叉は別途指定される場所に
ての生産性技術移転分野の研
修となる旨を説明した。

・左記を確認した。

・2001年3月受入れの3名につい
ては2001年1月初旬にJICA H/Q
到着で手配を依頼した。

・CEFOF側から提供される機材施
設の一覧表を入し、Annex21と
してM/Mに添付した。なお、コ
スタ・リカ側の供与した機材
の中で、フェーズ1で供与され
た機材が多く、コンピュー
ター、車両ではほとんどが新
たにCEFOFにより購入されたも
のがリストアップされている。
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調査項目 過去３回の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果

3） 書籍、ビデオ類は内容的に古
く、今後専門分野についての最
新資料、図書環境の充実が必要。

・本プロジェクトの機材供与
1） 事前調査、短期調査にて供与
機材に係るコスタ・リカ側から
の要望内容について、まずコス
タ・リカ側に優先順位を付けさ
せたうえで、要望内容を聴取し
た。

2） 上記のコスタ・リカ側からの
要望内容及び協力の内容を勘案
した結果、以下の2点に係る機材
を供与することとし、供与機材
リストを作成した。
a） コンサルティング活動及び
情報・普及促進サービスの実
施に係る技術移転に必要な機
材

b） プロジェクト運営管理に必
要な機材

3） 日本側が供与する機材はプロ
ジェクトの技術移転の道具であ
る。したがって、機材供与は必要
最小限にとどめられ、特に供与
後の機材に対する修理、更新に
ついてはコスタ・リカ側の負担
となることを確認し、短期調査
時のmemorandumに記載した。

・上記の機材の現況確認結果
及びコスタ・リカ側からの
要望内容を勘案するととも
に、コスタ・リカ側での対
応可否いかんを確認の上、
機材供与リスト（案）を作成
しM/Mに添付する。（Annex
19-List of Machinery and
Equipment to be Provided
by Japanese Side for the
Project）

・コスタ・リカ側との協議で
は、
日本側から供与される

機材は、基本的にプロジェ
クトの実施に必要な機材の
みに限られること、並びに
供与後の機材に対する修
理、更新についてはコス
タ・リカ側の負担になるこ
とを再度説明したうえで、
最終的に機材を確認する。

・CEFOFが当プロジェクトに
提供する機材を勘案し、日
本側が供与する機材の配置
図を作成し、M/Mに添付す
る。（Annex8-Layout  of
Machinery and Equipment）

・フェーズ2の供与機材で書籍約
100冊、ビデオ12本が含まれて
おり、資料関係の充実が期待
できる。

・左記のとおり検討し機材供与
リストを作成し、M/MにAn-
nex19として添付した。

・コスタ・リカ側との協議では
左記を説明し、相手側の理解
を得たので、この基本に基づ
き機材の最終確認を行った。
さらに左記の基本原則をM/Mに
記載した。

・左記のとおり供与機材の配置
図を作成しM/MにAnnex8として
添付した。
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調査項目 過去３回の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果

７ コスタ・リカ
側投入

（1）プロジェクト
運営体制

1） 組織

4） 機材調達は本プロジェクトに
ては現地調達を基本とする。な
お調達に関する予算は昨年度繰
越分となっており、会計年度の
都合で機材調達は2000年3月末日
までに完了しなければならない。

・1999年に、生産性に係る企業から
の多様化及び複合化したニーズに
対応するため、事業部（Academic
department）の各スタッフを専門分
野別（Production Management、Qual-
ity Management、Environmental
M a n a g e m e n t、I n f o r m a t i o n
Technology、Quality Assurance
Laboratory）にグループ分けし、将
来的に、以下の生産性センターの4
つの柱となる事業に対応できるよ
う組織改編を行った。

a） Education, Training & Tech-
nical Improvement
b） T e c h n i c a l  A s s i s t a n c e  &
Consultancy
c） Information and Promotion of
the Productivty
d） Projects Development

・今回実施協議調査の時点で
現地調達のための準備作業
を下記のとおりすすめる。
1） 機材項目の確定
2） 機材仕様の絞り込み

現在までに入手した
情報を基に詳細仕様書
（案）を作成し、CEFOF側
と内容について協議す
る。

3） コスタ・リカの納入業
者のリストアップ及び
信用調査

4） 機材情報リストに必
要となる各機材の情報
の入手（カタログ等）

5） 現地調達方法＝一般
競争入札、指名競争入
札、随意契約等の可能性
を見極める

6） 主要機材の発注から
納入までの期間を確認
する

7） その他JICSからの準備
作業に関するアドバイ
スに従う

・左記現状を再確認し、最新
の組織図を入手しM/Mに添
付する。（Annex5-Organi-
zation Chart of CEFOF）

・時間的制限があったが団員の
機材・研修計画担当者を中心
に左記容量に従い調査を進め
た。

・左記を確認しCEFOFの組織図を
M/MにAnnex5として添付した。
今回確認されたCEFOF組織で

はAcademic DepartmentをAca-
demic Areaとし次の6分野に分
割し、プロジェクトの技術移
転分野との関係を明確化した。
a） Production Management
b） Quality Management
c） Administrative Manage-
ment

d） Environmental Management
e） Information Technology
f） Quality Assurance Labs.
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調査項目 過去３回の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果

2） 人員配置

（2）C/P配置
1） 全般

・短期調査時に人員体制は以下のと
おり確認されている。

・事前調査にて、コスタ・リカ側とし
ては、既存の事業とのバランスか
ら、C/Pをフルタイムで技術移転に
専念させることは難しいという発
言があったものの、日本側として
は、OFF-JTが中心の1年目は、1週間
に最低約15～16時間、OJTが始まれ
ばフルタイムでC/Pを配置しなけれ
ば、5年間でのコンサルタント育成
は難しい旨説明し、コスタ・リカ側
の理解を得、ミニッツに記載した。

・左記現状を再確認し、現在
の人員表を入手しM/Mに添
付する。（Annex12-List of
C/Ps and Administrative
Personnel）

・左記を再確認するとともに
TCPに記されたC/Pの配置を
コスタ・リカ側に再度確認
する。

・左記を再確認し、各技術移転
分野ごとのC/Pをリストにし、
Annex11としてM/Mに添付した。
C/Pの数は計22名とし各分野へ
の配属を次のとおりとした。
a） Production Management
S e n i o r 2＋Ma i n 3＋Pa r t -
timer1 ＝6

b） Quality Management
S e n i o r 3＋Ma i n 2＋Pa r t -
timer3 ＝8

c） Administrative Manage-
ment
S e n i o r 1＋Ma i n 3＋Pa r t -
timer1 ＝5

d） Productivity Measurement
Senior1＋Main2 ＝3
　　Total 22

・Mainに指名されたC/Pは第1年
目OFF-JTにFull-Timeで技術移
転を受けることを確認しM/Mに
記載した。

2000年12月7日現在 人数
Executive Director 1

Secretary 2
Marketing/Planning Evaluation 3

Academic Director 1
Secretary 1
Production Management 4
Quality Management 5
Environmental Management 1
Information Technology 7
Administrative Transfer 4
Quality Assurerance/Laboratory 7

Administrative & Financial Director 1
Secretary 1
Human Resources 1
Supplies 1
Finance and Accounting 2
General Services 1
Miscellaneous Duties 7
Driver 2
Reception 1
Regis t ra t ion 1

合　　計 54

2000年9月末現在 人数
Executive Director 1

Secretary 1
Marketing/Planning Evaluation 2
Planning/Service Controler 1

Academic Director 1
Secretary 1
Production Management 4
Quality Management 5
Administration Management 4
Environmental Management 1
Information Technology 7
Quality Assurerance/Laboratory 7

Administrative & Financial Director 1
Secretary 1
Human Resources 1
Supplies 1
Finance and Accounting 2
General Services 8
Reception 1
Regis t ra t ion 1

合　　計 51
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調査項目 過去３回の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果

2） C/Pの技術
レベル

・（Academic Department）の職員から
プロジェクトが責任を持ってコン
サルタントを育成できる人数には
限界があるため、OJTが始まる2年
目以降のフルタイムC/Pを約3名程
度に絞って技術移転を行うことと
した。

・ただし、2年目以降のフルタイムC/
Pの数を限るものの、転職の可能性
を考慮すると、繰り上げのC/P候補
者を確保する必要性があるため、
OFF-JTを中心とした1年目は、多め
のC/Pを配置するとともに、2年目
以降もパートタイムC/Pを配置する
こととした。

・コスタ・リカ側からC/P候補者とし
て提示があった事業部門の職員（19
名）に対して、事前調査、短期調査
にてインタビューを行った。傾向
としては、フェーズ1の経験者と未
経験者のC/P間では、能力的に大き
な開きが見受けられたり、一部の
専門分野に知識が片寄っているC/P
が少なからず存在した。

・コスタ・リカ側の考え方を
聴取したうえで、左記につ
いて確認する。

・コスタ・リカ側の考え方を
聴取したうえで、左記につ
いて確認する。

・C/Pとのインタビューを通
じて、各C/Pの技術レベル
及びルーティンワークの現
状等をCEFOFと協議する。

・左記を確認し、2年目の最初に
C/Pの再編成を行いSenior及び
Mainから各分野ごと3人程度の
Full-timeでOJT参加C/Pを決定
することとし、M/Mにその旨を
記載した。

・左記について確認したのでM/M
にその旨を記載した。

・C/P22名の中でフェーズ1を1年
以上経験している者は下記の
とおり。
a） Production Management

計2名
E.Gonzales
M.Herrera

b） Quality Management
計4名

Luigi Longhi
H.Rojas
N.Alfaro
R.Avila

c） Administrative Management
計5名

J.Arce
G.Arce
C.Herrera
Z.Ramirez
M.Meza

d） Productivity Measurement
計2名

Ar.Jimenez
G.Ruiz

・Production ManagementのMain
及びSeniorにフェーズ1の経験
者が少ない感があるが、当人
達の希望も考慮しての配属と
なっているゆえ、当人達の動
機づけが配慮されていると理
解される。C/Pの各分野への配
属に関しては次の3）1年目のC/
P配置参照。
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調査項目 過去３回の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果

3） 1年目のC/P
配置

4） 2年目以降
のC/P配置

・事前調査時、上記インタビュー結
果及びコスタ・リカ側との協議結
果等を踏まえ、1年目のC/Pとして、
上記候補者19名を技術移転項目別
に以下のとおり配置するようコス
タ・リカ側に提案した結果、コス
タ・リカ側は同意したものの、C/P
のモチベーションの低下を避ける
ため、現時点ではミニッツにはシ
ニア、メイン及びパートタイムの
区別を記載しないようにコスタ・
リカ側から要望があったため、ミ
ニッツには各技術移転分野別にと
どめたC/P配置表を添付した。

・2年目以降は、各技術移転分野のC/
Pを、上記シニア及びメインのC/P
から約3名程度のフルタイムC/Pに
絞って、技術移転を行う。それ以外
のC/Pについては、パートタイムC/
Pとする。（Annex10）
1） 品質管理
a） シニア

Hazel Rojas Garcia
Luigi Longhi Cordoba
Jose Raul Gutierrez

b） メイン
Pedro Moreira
Roxana Montoya
Marianela Arias Avendano

c） パートタイム
Carmen Gonzalez
Nuria Alfaro

2） 生産管理
a） シニア

Hugo Brian
b） メイン

Tany Lind
Enrique Gonzalez
Marvin Herrera

3） 経営管理
a） シニア

Jose Arce
b） メイン

Gregorio Arce
Carlos Herrera
Zianne Ramirez

c） パートタイム
Marcelo Meza

4） 生産性測定
a） シニア

Eric Chavez
b） メイン

Arlette Jimenez

・技術移転内容及び技術移転
の方法等に関する協議結
果、並びに上記のC/P候補
者とのインタビュー結果を
踏まえ、各技術移転分野別
にC/P配置計画を協議し、
結果をM/Mに記載する（C/P
の異動が多少見られるので
再確認が必要）。

・C/Pは全般的に当人達の希望も
考慮して横断的に選ばれてい
る。このことは各分野のス
タッフの大きな動機づけにも
なり、ひいてはCEFOFが総合的
な生産性センターをめざすこ
とへの理解と認識を深めるの
に役立つ。又各自の専門性と
今後移転される技術が相まっ
てCEFOFの将来の強みとなるこ
とが期待できると考えられる。
したがって上記の初年度C/P配
属を了解しM/Mに記載した。

・左記を確認してM/Mに記載し
た。なお、C/PはSenior、Main、
Part-timer併せて22名である
ことを確認した。各分野ごと
の配属はM/M添付のAnnex11-1
List of Counterpartsを参照乞
う。
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調査項目 過去３回の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果

・技術移転と日常業務との調整や各
分野の取りまとめ役等を担当する
C/P1名を、上記1）～4）の各分野ご
とにグループリーダーとして任命
することとし、同リーダーの氏名
を9月末までに日本側に報告するよ
うコスタ・リカ側に依頼した。

・なお、上記シニア、メイン及びパー
トタイムの定義の内容は以下のと
おり。
1） シニア
プロジェクト終了時点におい

てコンサルティングビジネスや
プログラムを開発し、各技術移
転分野のリーダー的役割を果た
すことが期待される程度の知識
を、現時点において、既に備えて
おり、1年目のOFF-JTをフルタイ
ムで受講する必要がないC/P。

2） メイン
プロジェクト終了時点におい

てコンサルティング活動を独力
で実施できるようになれると判
断されるものの、現時点におい
て基礎的知識が十分ではないた
め、1年目のOFF-JTをフルタイム
で受講する必要があるC/P。

3） パートタイム
プロジェクトの範囲外の関連

ビジネスの開発を期待され、プ
ロジェクトの技術移転の責任外
にあるC/P。

・また、上記シニア、メイン及びパー
トタイムC/Pの技術移転への関与形
態は以下のとおり。

・なお、事前調査最終日のミニッツ
の内容の確認段階において、C/P2
名を以下の技術移転分野に追加し
たいとの要望がコスタ・リカ側か
らあったため、時間的制約からイ
ンタビューを行わず、取りあえず
C/P配置表（Annex10）に追加した。

・左記につき再確認し、結果
をM/Mに記載する。

・左記を再確認してM/Mに記載し
た。なお、各分野のグループ
リーダーは次のとおりとした。
a） Production Management

Eric Chavez
b） Quality Management

Jose R.Gutierrez
c） Administrative Manage-
ment
Jose Arce

d） Productivity Measurement
Arlette Jimenez

OFF-JT OJT
C/P研修 短専 長専 短専 長専

フルタイム シニア Involved Pa r t i a l l y Involved Involved
メイン Involved Involved Involved Involved Involved

パートタイム Involved Pa r t i a l l y Involved
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調査項目 過去３回の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果

5） サポーティ
ングスタッ
フ

（3）予算措置

a） 品質管理
Rocio Avila

b） 生産性測定
Arlette Jimenez

・また、1年目のC/Pについて、今後更
に人数を増やす可能性があるとの
発言がコスタ・リカ側からあった
ため、9月末までに最終的なC/P候
補者のリストを日本側に提出する
ようコスタ・リカ側に依頼した。

・コスタ・リカ側より、サポーティン
グスタッフを、CEFOFの本来の活動
と兼任で、以下のとおり配置する
予定であるとの説明があり、関係
者リストに記載し、ミニッツに添
付した。

a） Secretary 4名
b） Driver 2名

・コスタ・リカ側によるプロジェク
トの実施に必要な予算措置につい
て以下のとおり確認した。

・最終的なC/P候補者リスト
を入手し分野別、シニア、
メイン、パートタイムの分
別並びにリーダーを明示し
たものを、CEFOFに再確認
した後M/Mに添付する。
（Annex11-List of the C/
Ps  and  Admin i s t r a t i ve
Personnel）

・コスタ・リカ側によるプロ
ジェクトの実施に必要な予
算措置について確認すると
ともに、確保の見通しにつ
き調査し、結果をM/Mに添
付する。（Annex23 -The
Budget Allocation for the
Project）

・左記を再確認したのでM/Mに
Annex11及びAnnex11-1として
添付した。

・左記を再確認したので、サ
ポーティングスタッフをAn-
nex11のリストに記載してM/M
に添付した。

・CEFOFのプロジェクト期間の予
算措置に関し
1） 今般の調査時、コスタ・リ
カ側より表明があったのは、
コスタ・リカ国の財政緊縮
に伴い、CEFOF等自己収入が
ある国家機関の予算につい
ては、努めて自己収入の増
収を図り、一方で国庫負担
分を縮小化することが命題
となったことである。

2） 上記措置に伴いCEFOFに於
ても2001年度予算から前年
比5％の国庫負担分減少が決
定している。この措置はそ
の後も継続し毎年約5％カッ
トが見込まれることになっ
た。

3） 一方、CEFOFの2001年度予
算総額は、支出で前年比43
％増額が認められた。CEFOF
はこの予算枠の拡大に伴い、
その活動範囲を広げること
ができるようになったわけ
であるが、上記2）の事情か
ら、拡大した予算枠を維持
するには、自己収入の大幅
な増加を図らねばならない
事情にある。
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調査項目 過去３回の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果

4） 以上の説明を受けた日本
側は次の点で大きな懸念が
あることを表明し、今後5年
間に及ぶプロジェクトを成
功に導くためにもコスタ・
リカ側の予算に関する善処
を求めた。
a） プロジェクトの開始を
前に資金面でコスタ・リ
カ政府の当プロジェクト
に対する積極的性に疑問
を抱かせる懸念があるこ
と

b） CEFOFの自己収入を上げ
るためC/Pが多く起用さ
れ、プロジェクトの技術
移転への影響が懸念され
ること

c） 緊縮財政下であるため、
CEFOFの積極拡大を基調と
した事業計画（特に支出
面）を再考慮する必要があ
ること

5） 以上について協議の結果、
科学技術省とも調整が行わ
れ、コスタ・リカ側から次の
とおり改善策が確認され、
改めて下記の予算措置で合
意された。
a） 国庫負担の減額分につ
いては、科学技術省が補
填し、国庫負担分総額が
2002年度から毎年、前年
比7.5％のアップ率を保つ
ようにする。

b） CEFOFの事業計画を見直
し、多少保守的基調に改
める。

c） CEFOFの自己収入の増大
については、外部講師を
起用し、プロジェクトに
影響を及ぼさないよう計
画する。

6） さらにCEFOFの自己収入の
大幅名増加（2000-->2001比
で150％のアップ）について
検証の結果、社会保険庁傘
下の工場での訓練等大型受
注が確定する等で、2001年
度の目標はほぼ達成可能で
あることが確認された。
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調査項目 過去３回の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果

2000.9.30現在計画

（4）施設・設備 ・プロジェクトサイトは現在のCEFOF
のセンタービルディングである。

・供与機材リスト案に基づいた機材
レイアウト図を作成することが必
要。ただし現在までに、既存のコン
ピューターのネットワーク図を作
成し、ミニッツに添付したのみ。
（Annex19）

2000.12.07.修正後計画

・現在のCEFOF建物施設、設
備のレイアウトをM/Mに添
付する。（An n e x 7 - T h e
Present Layout of Build-
i n g s  a nd  F a c i l i t i e s  o f
CEFOF）

・機材供与リスト（案）を基
に、機材レイアウトを作成
しM / M に添付する。
（Annex9-Layout of Machin-
ery and Equipment）

7） 以上を確認した後、CEFOF
が新たに作成した予算を確
認するとともに、M/Mに次の
文を記載した。

11-（7）予算
コスタ・リカ側は日本側に、
コスタ・リカ政府が、CEFOF
を含む機関に対し財政緊縮
措置を取った旨説明し、日
本側は事情を理解した。し
かしながら、当プロジェク
トがコスタ・リカにとって
重要であることにかんがみ、
科学技術省は2001年におい
て2000年と同等のレベルが
保てるようCEFOFに対して財
政上の援助をすべく努力を
するものとし、かかる援助
は2002年から2005年の間、
徐々に増額されるものとす
る。

8） さらに、本件の事情を明
確にするためAnnex23の予算
案にNotesを付記した。最終
的に確認された予算案は以
下のとおり。

In Millions of Colones

・左記を確認し、Annex7として
M/Mに添付した。

・左記を確認し、Annex8として
レイアウト図をM/Mに添付し
た。

年度 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005
自己収入 52.00 67.70 77.86 89.53 102.96 118.41 136.17
政府補助 148.00 160.00 214.15 246.27 283.21 325.69 374.54
合計 200.00 227.70 292.01 335.80 386.17 444.10 510.71

自己収入の合計 0.26 0.30 0.27 0.27 0.27 0.27 0.27

年度 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005
自己収入 52.00 67.70 175.30 192.83 212.11 233.32 256.66
政府補助 148.00 160.00 152.00 163.40 175.66 188.83 202.99
収入計 200.00 227.70 327.30 356.23 387.77 422.15 459.65
人件費 168.30 209.00 237.50 266.00 297.92 333.67 373.71
その他費用 31.70 18.70 89.80 90.24 89.84 88.48 85.94
支出計 200.00 227.70 327.30 356.24 387.76 422.15 459.65



- 26 -

調査項目 過去３回の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果

・執務室の配置について、短期調査
時に、コスタ・リカ側と協議し、
リーダー、調整員及び専門家の執
務室を確認した。

・事前調査時計画管理諸表案を作成
し、ミニッツに添付した。又短期調
査時に技術協力計画（TCP）を修正し
た。なお、年次技術協力計画
（ATCP）、年次活動計画（APO）、年次
暫定実施計画（ATSI）については、
実施協議調査団派遣時に協議した
うえで、作成することとした。

・CEFOFによると、現在CEFOFに対す
る他機関からの援助はないとのこ
と。

・ただし、第三国研修の事前調査団
報告書（1997年）によると、過去に
は、FUDESPROを通じて、国際機関か
らCEFOFに対する業務委託が以下の
とおりあった。

・日本人専門家執務室の配置
を確認し、M/Mにレイアウ
トを添付する。（Annex20-
The Provisional Layout of
Office Space）

・上記3の協議・検討結果を
基に、以下の計画管理諸表
を確認し、M/Mに添付する。

（1）プロジェクトデザイン
マトリックス（PDM）
（Annex10-Provisional
Project Design Matrix）

（2）技術協力計画（TCP）
（Annex12-Technical Co-
operation Program）

（3）年次技術協力計画（ATCP）
（Annex14-Annual Techni-
cal Cooperation Program）

（4）活動計画（PO）
（Annex15-Plan of Operations）

（5）年次活動計画（APO）
（Annex16-Annual Plan
of Operations）

（6）暫定実施計画（TSI）
（Annex17-Tentative Sched-
ule of Implementation）

（7）年次暫定活動計画（ATSI）
（Annex18-Annual Tentative
Schedule of Implementation）

・CEFOFと協議を行い、IDB、
ILO及びCABEIの各国際機関
の活動状況、事業方針、主
たるターゲットグループ、
今後の展望等を確認すると
ともに、CEFOF及び本プロ
ジェクトとの今後の連携の
可能性について検討すると
ともに、連携のための具体
策の検討を行う。

・左記を確認し、Annex20として
レイアウトをM/Mに添付した。

・下記の計画管理諸表を確認し
たのでM/Mに添付した。

（1）プロジェクトデザインマト
リックス（PDM）
（An n e x 1 0 - P r o v i s i o n a l
Project Design Matrix）

（2）技術協力計画（TCP）
（Annex12-Technical Coop-
eration Program）

（3）年次技術協力計画（ATCP）
（Annex14-Annual Technical
Cooperation Program）

（4）活動計画（PO）
（Annex15-Plan of Operations）

（5）年次活動計画（APO）
（Annex16-Annual Plan of
Operations）

（6）暫定実施計画（TSI）
（Annex17-Tentative Sched-
ule of Implementation）

（7）年次暫定活動計画（ATSI）
（Annex18-Annual Tentative
Schedule of Implementation）

・コスタ・リカ側も、中小企業に
対するサポートを行っている
IDB並びにCABEIとの連携の重
要性については十分認識して
いる。特に、第2フェーズでの
技術移転の結果、中小企業に
対するコンサルティングサー
ビスを行うにあたり、これら
国際機関の資金的サポートが
不可欠である点で意見を1つに
している。今後、プロジェクト
が開始されるに従い、これら
国際機関に対する積極的なア
プローチをCEFOFが行っていく
ことが確認された。

８ 計画管理諸表

９ 国際機関等の
連携の可能性
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調査項目 過去３回の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果

1） IDB（米州開発銀行）
IDBは、コスタ・リカに対して、

PROGRESE（企業プログラム、1995
年2月～1998年8月）を実施し、
FECAICA（Central American Fed-
eration of Chambers and Indus-
trial Associations：中米域内の
各商工会議所等の上部連合体）
が、全コースの49％の実施の委
託を受け、CEGESTIが残り51％の
コースの実施の委託を受けた。
そのうち、FECAICAが委託された
中小企業向けのコースの一部が
CEFOFによって実施された。な
お、コースの内容は不明。

2） ILO（国際労働機関）
ILOの資金的協力により、以下

の2コースを実施したが、1997年
9月からの開始を目途に、中米を
はじめキューバ、ハイチ、メキシ
コ、ドミニカ共和国の中小企業
向けの研修計画を作成中。

a）期　　間：1996年12月5日、6日
　場　　所：ドミニカ共和国
　対 象 者：中小企業経営者（25

名）
　研修科目：生産性向上のため

の戦略
b）期　　間：1997年4月28、29日
　場　　所：ニカラグァ
　対 象 者：中小企業経営者（34

名）
　研修科目：生産性向上のため

の戦略

・事前調査で、IDB、ILO及びCABEIの
国際機関事務所、及びPRONAMYPE
（中小企業支援国家プログラム）や
National Bankの中小企業向け政府
系融資機関と意見交換を行った。

・どの団体も、コスタ・リカ国内の零
細、小もしくは中企業をターゲッ
トグループとしたプログラムを実
施しており、上記規模の企業に対
して直接に、もしくは市中銀行等
を介して融資を行ったり、また企
業に対して技術支援を実施してい
るNGOに対して財政的支援を行って
いる。
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調査項目 過去３回の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果

10 R/D

11 合同調整委員
会

12 使用言語

13 広報

14 専門家の生活
環境

・零細、小及び中企業に対する技術
支援に対しては、どの団体も財政
的支援を行う可能性がある旨の発
言があった。

・事前調査時にR/Dサンプルを提示
し、内容についてコスタ・リカ側の
理解を得、ミニッツに添付した。
（Annex21）

・上記の要請について、プロジェク
ト開始後広域技術推進事業のス
キームを用いて中米域内企業を対
象に含めるべく日本側に提案する
ため時期を見て具体的な計画案を
作成するよう伝えた。

・原則として、技術移転は英語で実
施することを確認し、ミニッツに
記載する。

・実施協議の際の記者発表やリーフ
レットの発行をはじめ、プロジェ
クトの広報の重要性について説明
し、コスタ・リカ側の理解を得、ミ
ニッツに記載した。

・現地駐在員事務所によると、コス
タ・リカは従来、中南米の中では治
安が安定した国とされてきたが、
ここ数年犯罪が急激に増加し、特
に銃器による強盗が増加していた。
最近になり、経済的好転とともに、
サンホセ市内の一部の地域を除き
治安面が回復しつつある。なお、今
回は時間の制約があったため、プ
ロジェクトサイトがあるアラフエ
ラ市内について詳細な調査はでき
なかった。今後、サンホセ市内を含
め情報収集を継続していく必要が
ある。

・R/Dの内容を確認し、署名
する。

・業界との連携を強化するた
め、工業会議所等の理事会
メンバーが、合同調整委員
会に、同委員会メンバーと
して、参加する必要性を、
コスタ・リカ側に説明し、
合同調整委員会設置を確認
するとともに、その機能、
関連図をM/Mに記載及び添
付する。（An n e x 1 - T h e
Function and Composition
o f  J o i n t  Coo r d i n a t i n g
Committee）

・左記を確認し、M/Mに記載
する。

・広報の重要性について、コ
スタ・リカ側に説明し、理
解を得るとともに、現行の
広報体制を確認する。

・専門家の生活環境、治安状
況について確認する。

・R/Dの内容を確認し、署名し
た。

・合同調整委員会のコスタ・リ
カ側メンバーとして工業会議
所の代表を含めることで合意
したので、Annex1としてその
旨を記しM/Mに添付した。

・左記を確認し、M/Mに記載し
た。

・左記を説明し、コスタ・リカ側
の理解を得たので、その旨を
M/Mに記載した。

・今次調査では時間の都合で、
集中的な調査はできなかった
が、駐在員事務所等で生活環
境、治安状況について確認し
た。事情は、おおむね前回短期
調査時と変わりなし。
なお、アラフエラ市につい

ては、生活環境良好であり、な
おかつ住宅事情も良い点が
CEFOFスタッフ数人の言等で確
認された。
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・下記を作成し、M/Mに添付
する。
Annex2 Five Basic Evalu-

ation Components
Annex6 The Provisional

O r g a n i z a t i o n
Chart for the Ad-
min is t ra t ion  o f
the Project

Annex13 List of the Charts
fo r  the  P ro jec t
Planning and Man-
agement

Annex24 Evaluation Sheet
for  Technology
Transfer

Annex25 Result of OJT Con-
su l t i ng  Ac t iv i -
t i e s

Annex26 List of the Atten-
dants of the Meet-
ing

15 その他 ・その他作成資料等 ・左記を作成して、M/Mに添付し
た。

調査項目 過去３回の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果
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第３章　調査団所見（留意事項）

（1）本プロジェクトの実施機関であるＣＥＦＯＦは、1992年９月から1997年８月まで実施された

プロジェクト方式技術協力「中米域内産業技術育成計画事業」を経験したこともあり、本調査団

を迎えるにあたって周到な準備とスムーズな対応がなされた。このことからも本プロジェクト

実施に対する強い意気込みが感じられた。さらに、所管官庁である科学技術省の強力な支援及

び日本大使館のプロジェクトへの熱い期待にも恵まれ、予定どおり本プロジェクト実施にかか

るＲ／Ｄの署名・交換が行われた。

（2）本調査団は、過去 3回の調査団によって調査・協議された結果を踏まえてコスタ・リカ側と

の最終協議に臨んだため、大半の協議事項は再確認であったが、ＣＥＦＯＦに対する政府の予

算措置だけは、前回の調査団派遣時に確認した数字と大きく異なり減額していたため、長時間

の討議を要した。コスタ・リカ政府の財政状態は厳しく、予算の減額はその反映であるが、本

調査団が是正を申し入れたところ、幸いにもＣＥＦＯＦ及び科学技術省の迅速な対応によって、

科学技術省からの予算支援をもって当初計画に近い予算措置が確保されることが確認された。

本プロジェクト実施期間中、ＣＥＦＯＦに対する政府の予算措置を注視していくことが必要で

あるとともに、コスタ・リカ政府の財政の縮小傾向が今後とも続くと思われる状況下では、

ＣＥＦＯＦも将来的に自己収入を上げていくことが必須となっている。

（3）1992年９月から1997年８月まで実施されたプロジェクト方式技術協力においては、「コスタ・

リカを含む中米諸国の産業発展に役立つ人材の育成を図るセンター」の構築に主眼が置かれ、具

体的には、生産管理、品質管理及び情報処理分野におけるトレーナーの養成と教材の開発に技

術移転の焦点が絞られた。本プロジェクトは、公開セミナーを中心に研修サービスを提供して

きたＣＥＦＯＦに対して、近年多様化・複雑化した問題を抱える産業界のニーズに応え、個別

企業に対する診断・指導を含めたコンサルティング能力と総合的な生産性向上推進にかかわる

実行力を付与しようとするものである。実践的なＯＪＴを中心とした技術移転を通して、最終

的にはＣ／Ｐが自力で産業界に対してコンサルティングサービスが提供できるようになること

が期待される。

（4）本プロジェクトはコスタ・リカのみならず中米域内における「日本の顔」的存在として大きな

期待が寄せられており、日本大使館からも全面的なサポートの約束をいただいている。本プロ

ジェクトの枠の中で、日本人専門家チームとＣＥＦＯＦが、大使館、関係省庁及び域内産業界

と密接に協力しつつ域内活動を活発に推進していくことが望まれる。
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